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1. 都市問題と港湾との関係の重要性

(1）はじめに
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田中文 信

（市部学園短期大学）

都市と港湾との聞の相互依存関係の検討は，一般経済学上はもちろんの乙

と，港湾経済学上，極めて重要な課題であると認められる。すなわち，ほとん

どの大都市は大港湾の建設によって今日の隆興を得たのであり，そして大港湾

の建設は，早1此大都市の形成を惹起せずKはおかないだろう。そ乙にいかな

る経済学的因果関係があるかを見極わめるζとは，極めて興味ある事柄である

と思われる。

本問題に関する理論的研究は，過去において港湾経済の一般的研究と同様に

微々たる存在Kしか過ぎなかったのであったが， ζ乙数年間とみに股盛を極め

て，好著 ・良編が相次いで刊行されつつあるのを見るのである。まことに喜ば

しい現象といわなければならない。なかんずく北見俊郎教授と奥村武正氏との

共編になる「都市と臨海部開発」 （成山堂刊）は最近での快著であり且つ学界

の一大収穫であると思われる。本警は 「転換期に立つ臨海部開発について，東

京湾埋立地の開発問題を通じて，その社会的役割，開発手法，財政問題，市民

生活とのかかわり等の問題点を分析し解決の糸口を求める…・・・J （圏点は筆者
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のもの） ζとにある。まことに貴重な存在であるといわなければならなし、。

(2）経済学的考察

前述した通り，北見 ・奥村両氏の前著は，社会的考察，市民生活等をも含め

ている広範の領域lとわたって論述の巨歩を進められている。しかし本稿は筆者

1人の執筆にかかるので，考察の範囲を可なり減縮しなければならない。 ζの

理由から本稿は専ら経済学の領域から都市問題と港湾との関係の研究lζ限定せ

ざるを得ないのである。

乙のように考察を進めるにしても，なお研究の側面も多く，また方法論も多

岐であるだろうと思われる。 乙ζでは港湾問題のみならず産業都市の成因およ

び発展との因果関係の論述を含めることが不可避的に必要であるので，甚だ独

断的ではあるが，産業立地ないし工業立地論を研究の手段として援用したいと

思う。

(3) 産業ないし工業立地論発達の概説

いわゆる産業立地論は，古くチューネン (Johan H巴inrichvon Thiinen) 

の孤立国（derisolierte Staat）にさかのぼる ζとができるが，それを工業立地

論に圧縮すれば，その発達は極めて新らしい事象であるといえよう。

周知の通札近代的工業立地論の創始者はドイツのアルフレー ト・ウェーバ

ー（1868-1958）である。彼は1909年「工業立地について ・第1部立地の純粋

理論」 (Uber den Standort der Industrien, I. Teil ; reine Theorie des 

Standorts, Tiibicngen, 1909）を出版した。最高の古典的名著である。しかし

その後立地論の中心がアメ リカ合衆国に移動し，近時，特に第2次大戦後，そ

乙に多数の有名な立地論学者の輩出をみた。 学者と してはフーヴ 7一（Edgar

M. Hoover) （主著「経済活動の立地」TheLocation of Economic Activity, 

1948），グリ ーンハット （MelvinL. Greenhut) （主著「工場立地」 (Plant 

Locatcon in Th巴oryand in Practice, 1956), アイサード（WalterIsard) 

（主著「立地と空間経済」 (Location and Space-Economy, 1956）等が有名

である。しかし第2次大戦中にドイツで発行されたレッシュが改訂した「経済

の空間的組織」（Aieraaumliche Ordnung d巴rWirtschaft) と題する名著を
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見逃がしてはならない。

本稿は，ζれら名若 ・良編の所説を参照しつつ「産業者B市と港湾」との相関

々係理論を探究する乙ととしよう。

2. 個別生産の立地 (1）原料誘因と港湾

(1）工業立地概説

産業都市ないし工業都市の生成のオリジンは， まずそ乙に個別生産にして

も，巨大企業が生成しおよび発展する乙とである。工業立地論を簡明に論述す

ることは容易ではないが，立地の決定は原料産地と消費地との牽引力（force

of attraction, Anziehungskraft）の争いの問題と見る ζとができょう。っき

つめていえば工業は「総輸送コスト」（totaltransfer cost）の極小な地点に立

地するものなのである。フーヴァーはそれについて 「それはたとえば水上輸送

や鉄道のような通常2つの異なった輸送機闘が出合う中間地点、において， 総輸

送賀を最小にする。 一－－－積換地点に生産工程を立地させると，総輸送費が最小

lとなることは明らかである。」 (Hoover, op. cit., p. p 39, 40.) とする。そ

の地点がわれわれの最大関心のまとである港湾ないしその隣談地域なのであ

る乙とは明らかであろう。乙れをウェーパーの所説によって論証しよう。

(2）工業に対する原料供給地

ウェーパーに従えば，立地因子を（1）一般的同地立地因子と（2）特殊立地因子と

に分けられる。（2）κついては後述すると乙ろにゆずり，こ乙では（1）の解明を進

める。

さて，ウェーパーは一般的局地立地困てfとして（1）原料価格，（2）労働費および

(3）運賃の3者の最小地点をあげているのであるが，本稿においてはそれらのう

ち，港湾付近に産業，典型的κは工業立地を促進する機能をたずね，やがてそ

こと近代的産業都市を勃興せしめるメカニズムを探ろうと思う。

(3) 港湾は原料供給地である

工業用原料の取得事情は，その国固に賦存する資源の多諒種類および価格の

いかんによって奥なるであろう。
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ある国が賦存する資源にかなりめぐまれている場合K，その資源の原産地，

その製品の消費地ないし，その中間地点のうち何れを工業立地に選定すべきか

は，立地理論上，それに用いる原料が普遍原料 （Ubiguitat）， 局地原料，純粋

原料（Reinmaterial）および重量減J貝原料 (Gewichtverlustmaterial) の何れ

であるかによって異なるし，また数種の原料を併せ用いる場合はさらに極めて

複雑な理論的考察を要するであろう。 ζの問題の解明については一般産業ない

し工業立地論の文献を参照すれば直ちに理解されよう。

乙ζで特に問題となるのは，例えばわが国のごとく原材料の賦存に甚だめぐ

まれないが，国内工業が多種多様の大量原料を需要する場合である。乙の場合

に原材料は港湾を経て輸入する以外に方法がない。しかるに陸地続きの大陸諸

国においては事情が異なり ，そこにある工業は所要原料をおおむね国境を接す

る陸続きの外国に存在せざるを得ない。例えば，保護産業に関連してではある

が，フーヴァー （Hoover）は「新たな産業が従来は未加工の形で輸出されてい

た圏内原料に対して輸出制限を課する ζとによって育成された場合も境界諸地

点での保護産業の立地が適当である。」（Hoov巴r.op. cit., p. 224. ）とする。

輸出入国の例が逆ではあるが，趣旨において国境の場合と港湾の場合となんら

異なると乙ろはない。上述の場合lζ，或る国がどうしても海外に賦存するもろ

もろの大富源に依存しなければならないという ことは，いうまでもなく，船舶

によって輸入し，したがって自国の港湾に荷揚げせぎる乙とを意味する。

乙のように原料最小国から見れば，自国港湾は，まさしく原料供給地点その

ものなのである。立地論上，いわゆる原料指向的考察はζζ （港湾）にはじま

ると見てよいであろう。

(4) 港湾地域における工業立地問題

M項で述べたように富源過小国にとっては港湾は原材料の供給士山である。本

項においてはそれが工業立地といかなる関係に立っかを考察しなければならな

し、。

前述の工業原料の種類のうち， 「重量減損原料」ーーーたとえば鉱石，燃料ー

を多量に要する一一工業は港湾地域に立地する場合に最も経費を節減する乙と
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ができる乙とはすζぶる明白である。同様の乙とは純粋原料一一生産工程で重

量を失わず，その重量が製品の重量の中にそのまま再現する原料一ーを用いる

工業においてもおよそ同織のζとがいい得ると思われる。しかし乙の議論は，

その製品の需要地が近隣地あればあるほど有利である。

なおこの議論は次節の運送費指向にも密接な関係があるので，そこで再論を

試みるであろう。

(5）原料供給港湾地帯における産業都市創設の萌芽

いまある港湾の輸入原料が仮に重量減損原料ないし純粋原料に限られるとし

ても，そζに鉱業（石油産業を含む）等の立地を見るであろうことは明らかで、

ある。企業の立地は周知の通り量的および質的に労働者を要するので，年々歳

々そこへの定住者数を増加するはずである。企業は人をl序ぴ，人は企業をII子ぶ

現象すなわちそこに将来形成するであろう都市のほう芽が見いだされるのであ

る。

3. 個別生産立地 (2）運送費指向と港湾

(1）運送費の極小点

前述の如く，産業ないし工業の最適立地はそれに要する総費用が最も低艇な

地でなければならない。ウェーバーが主張する一般的立地因子のうち，ldfJIζ述

べた原料価格κついで重要なのは運送費指向 (transport cost orientation, 

Transp:irtkostenorientierung）である。

原料 （原材料並びに燃料）を立地点まで迎び，さらにその製品を消費地まで

運ぶに要す運送費が今われわれの問題とする運送費なのでめる。立地がもし運

送費の観点、からのみ決定されるとするならば，工業立地は ζの運送費を極小に

するような地点でなければならない。しからばζの運送費の極小点、はどのよう

な点であるか。

運送費を決定する基礎的な要素は，運ばれるべき重量と距南rn－その相乗積

であるトン ・キロメー トルーーの比較において最小で、なければならない。

もっとも現実の貨物運輸においては，例えば鉄道運輸に見るが如く， 単にト
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ン・キロメー トJレの比ii疫によってのみ求める乙とができない。その理由はほか

でもない（1）貨物等級制度と（2）特定賃率との存在である。

(1）の貨物等級 （Classification）も重量主義，価格主義ないし折中主義があっ

てその理解．なくして具体的な運賃を算出する乙とはほとんど不可能であると共

に，外国鉄道においては広く特定賃率ないし特約運賃が行われ，運賃の専門家

に非ざる限り，具体的妥当な運賃を算出することは難事件lの難事である。いま

は便宜のためにその問題の詳解を避けて直ちにウェーパーのいうトン ・キロで

の比較に移ろう。

工業立地は，乙 ζでは，（1）原料獲得とそれを用いて行う生産行程と，（2）その

製品を消費地にもたらす，いわば阪売行程とに分解して考えなければならな

し、。

(2) 港湾近接地へ搬入される運賃の極小

上に論じた乙とを港湾接近地を中心として考察を加えて見ょう。港湾から荷

揚げして，その近接地K立地する企業までの搬入費は極めて小額の運賃ないし

輸送諸出費を要するに止まるに過まなく ，特別の場合には，それを無視する乙

ともあえて不可能ではない。乙の点から見れば港湾接近地は産業ないし工業の

最適立地点、であると見なすζとができる。

(3) 港湾近接地から搬出される貨物は低廉？

港湾近接地で生産された生産物が需要地（消費地）で最終的に極小の経費と

なるか否かは，（1）港湾・消費地聞のキロ数および（2）生産物の（連i愉機関のもつ

貨物）等級のいかんによるであろう。

ζれについていえば，生産物を港湾付近で販売し得る；場合は最極小費用に止

まるので最も収益がある。しかしそれはそ乙に大臨海都市がある場合において

のζとであって，時期的にいえば余程あとのことであって，現況当初において

は消費市場が遠隔の地にあり，従って総輸送費がかさみ，その限りにおいて費

用の極小性が次第に失われて行くのである。しかしこの場合，立地の優秀性が

それと並行して失われるか否かは別問題であり ，立地論の基本原理に湖って考

察を進めなければならなし、。
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乙の点を根本的に考察すれば，その生産品が前述の重量減損原料によって生

産されたものである場合は，その製品 （例えば鉄鋼ないし鉄鋼製品）は可なり

遠隔な地域の市場にまで販路を拡大する負担能力ができょう （経費の通算制）。

また一部の局地原料を混用した場合において，ある程度，それと準ずる機能を

演ずるであろう。

しかし港湾ならびにその近隣地帯にはやがて企業の集積，またあわよくばコ

ンビナート化すれば，そこにある程度の需要を喚起するだろう。立地地点、（地

元）が一部の需要を喚起する ことは，企業にとって極めて利益が多いことであ

る。 （後節参照）

4. 集積と港湾都市の初期形成

(1) 関係企業併存の利益

企業は孤立して存在するよりも，それに関係する他の専門的企業が併存する

場合の方が利益が多い。港湾したがってその隣接地は，前述の諸事情によっ

て， 概して立地に適するので，既設工業に何等かの企業が併立的に新設される

乙とが多い。ζ乙で工業立地論で有名な集積の問題が台頭してくる。

(2) 集積の概念

集積とは何を指すか， 集積 （Localization,Agglomeration）とは複数の関係

ある諸企業が並存する乙とであると規定することができょう。立地論で、それを

促す要因として集積因子（factorsof agglomeration, Agglemerationsfoktoren) 

なるものがあげられる。それによれば，その要因は，生産が一定量において一

つの場所に集積して行われる ζとにより生ずる生産または販売上の利益，すな

わち低廉化であるといえる。

集積因子の作用する階段はとれを2つに分けることができる。 1は単なる経

営の拡大によって生ずる生産の集積である。 いわゆる大経営の利益（節約）に

ついては，ζこで詳言を必要としないであろう。

21ζ狭義の集積とは単に乙の階段にとどまらず，一局地に多数の経営がなら

び存在する ζとによる利益に基づくと乙ろのものである。それによる利益は前
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述の大経営の利益をさらに拡大することに外ならない。 ζれを分説すれば次の

通りである。

(a) 技術的機構の改良一一ーその機能を最善に最厳に利用するために場所を等

しくする乙とが必要である。

(b) 労働組織の改善

（巴）経済的全組織へのよりよき適合一一一前に述べた諸利益の外に，大経営が

集積するときは，さらに仕入および販売について節約をなす乙とができ

る。すなわち仕入の場合において集積した工業は，その原料につき自己自

身の市場を発生せしめ，必要の場合には直ちに所要の品質と分量の原料を

仕入れ得る便宜がある。こζにも私経済的および国民経済的節約がある。

(d）一般間接費の低減一一大経営の利益として一般間接費（ガス ・水道 ・道

路施設等）の低減が挙げられるが，さらに工業の社会的中心地においてこ

れらの施設が技術的発達を遂げ，かつより良く利用され得る場合に集積し

た経営はとれらの費用を極めて低減にし得る利益をもっ。

(3) 集積と初期産業都市の発達

集積した諸産業ないし工業聞に意識的な技術的諸利益が生じ，（1）一面Kおい

て企業集中ないし合理化による経費の節約が達成されるのみではなく，それと

は別に間接企業（運輸，荷造，包装，保管，金融）住宅，学校，商店街の設定

を見るであろう。産業が労働力を求めて，人がそ ζにい集する都市の先駆的現

象がζ乙で明瞭に認められるであろう。

5. コンビナートの組成と工業都市の形成

(1) 高度経営能率の高揚

集積によって工業の大規模経営が達成される ζとは前節目で解明した通りであ

るが，さらに複数の企業が一地域で技術的および生産的K結合する場合には，

さらにーそ うの経営能率を高揚し，かつ都市を発展せしめる ζとができょう。

ζ乙ではその典型的な例としてコンビナートを中心として理論的展開を試みよ

つ。
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(2) コンビナートとは

コンビナート（combination,Kombination）とは忌周知の通り社会的生産の

組織形態の一つであり，かっその高度な発展形態であって，技術的 ・生産的 ・

地域的統一性にもとづき， 異種の産業 ・製造部門を結合する乙とを特徴とす

る。

コンビナートが前述の集積κ比較して，組織的，技術的および法的に結合の

様想を異にしている ζとは明らかである。それも社会主義国のそれと，資本主

義国のそれとの聞に差異あるが，概言すればコンビナートはその社会的に分化

された諸産業部門を一つの組織体＝＝一大企業のもとに再編成しおよび結合す

る。結合された諸部門は社会的独立性を失い，構成要素に転化し，企業はそれ

らを包含して総合化する。その総合化は専門化以前のそれとは異なり，専門化

を前提とし，より高度な技術的 ・生産的 ・地域的統一性lともとづいて強度の結

合が行なわれ，社会的生産力の飛躍的発展をもたらすものである ζとを注目す

べきである。

コンビナート成立の基本的条件である技術的関係は3つK大別され，それに

もとづいてコンビナートは3つの基本的形態に区分される。 1は連続した製造 ・

加工工程の結合にもとづくもので，いわゆる一貫生産の形態をとる場合であ

る。 2は主要部門と副次的 ・補助的部門の関係において結合するもので，屑物

の利用lとその典型をみる。 3は原料の総合的利用にもとづくもので，多数の製

品の製造行程が結合される。乙れら 3形態はまた， l順次にコンビナー卜の発展

段階を示すものでもある。第3の場合が最も典型的なコンビナートであるとい

うζとができょう。

コンビナー卜を構成する諸部門聞の素材の需要関係は量的に緊密である た

め，各部門の生産量がおのおの一定のバランスを保つことによって最も生産性

を発揮するであろう。また生産の連続性を保つため，諸部門は地域的に近接し

て存在しなければならず，そ ζにベノレト ・コンベアやパイプによる諸部門の結

合が発展する。

ζのよ うな技術的 ・生産的 ・地域的統一性のゆえに，コンビナートは原料の
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節約と労働生産性の向上，原料の総合的利用による多数の製品の連産性と生産

工程の連続性を可能にし，極めて有利となる。

(3) コンビナートを中心とする工業都市の形成

港湾を中心とした一般工業立地の容易化および企業集積の可能性を肯定した

以上，われわれがコンビナートの立地可能性をこζで強調することは当然であ

る。特にζ乙では港湾に接続する土地が，少なくとも旧市街地よりも広大であ

るとと，および埋立等によって新たに立地適地を添加することが大いに可能で

ある乙とを注意したい。

乙の段階にまで進むと多数の労働者と，コンビナートそれ自体とは直接に関

係ないにしても労働者の日常の衣食住と関連する各種企業なかんずく商業その

他の従業員も多数い集してくる。企業は人を呼ぴ，人はますます企業を大規模

化する乙と（大都市の形成）は，最も典型的に港湾およびその近接地にコンビ

ナートを中心として発展せしめることを合理的とするのである。すなわち都市

形成の見地からすれば，コンビナートは集積の場合よりも急速かつ高度に，都

市を拡大しかっ発展するものと認められる。

6. 港湾都市の完成

(1）都市の経済的構造

われわれは，港湾およびその近接地帯を中心とする産業ないし工業立地論的

研究に熱中して，それに関連する都市の生成・発展を十分に説明しなかった。

ζζでは産業都市の重要性を改めてみ，進んで港湾を中心とする都市のあるべ

き姿を通覧して見たいと思う。

(2) 産業都市の重要性

都市を社会的経済的に規定すれば，都市とは比較的狭い地域に巨大な人口が

集中しつつあって，そ乙に集約的に経済活動が活発に行なわれ，かつ地域構造

が激変しつつある地域であると規定する ζとができるであろう。

現代大都市の歴史的成因は，種々の点から ζれを分類することができょう。

しかし観光都市その他の消費都市が逐年衰微の傾向をたどる一一小くとも発展
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が阻止されつつある一ーに反して，いわゆる産業都市が巨大な発展を致しつつ

ある事実は，良きにせよ，悪しきにせよ，乙れを認めなけばならない。 ζれは

原則的に人口が産業を｜浮ぴ，産業が労働力を求めて相互依存的に一一厳密にい

えば工業の発展は人口の埴加よりも高い一一一発展率を示す結果にほかならな

L、。

産業部市のうちでも最も発展力の旺盛なそれは臨海部市，特に｜臨海工業都市

であるだろう。われわれはその典型をJll崎，尼崎等に見出す乙とができる。

周知の通り川崎は明治の初期tとはー閑小漁村K過ぎなかったものが，今や超大

工業港都市に発展してきたのである。その後，港湾、の便益を得て発展を見Tこ港

湾諸都市は枚挙にいとまがないが，特に最近の総合開発ブームに便乗して幾多

の港湾の閉さくを見，地方発展と都市の形成に寄与しつつある。

なお大都市の造成は，それ自体，生産品を需要し従って消費地を造出しつつ

あり，既設企業の立地条件をますます有利にする。乙の点に関する理論的研究

については，グリンハット著前掲第2主主を通覧せられたい。

(3) 港湾の整備および拡充

大港湾を造成すべきか，はたまた群小港湾を多数造成すべきかは，いま改め

て検討を要する問題であろう。しかしその結論の何れたるかを問わず，港湾計

画は 100年の大計を目途として大スケールのものでなければならない。その理

由はほかで・もない。①港湾ないし港湾都市の発展は，幾何級数的とまでは行か

ずとも発展のテンポが極めて急速である ζと，したがって将来そ乙に立地を希

望する企業者が多いこと，そしてあわよくば集積の利益より以上に国民経済な

いし社会に好彬響をもたらすと ζろのコンビナート造成の必要があるからであ

る。

それと同時に部分的に聞きくするにしても，大型船舶を入港せしめ得るよう

通路ないし関係個所の水深ぞ深め，パース，積卸機械，合Jill，連絡輸送設的，

通路笥？を整備しなければなるまい。すなわち港湾の質に重点をおき，時代の進

展lζ即応できる効率的な港湾施設を整備しなければならない。港湾およびその

近接地域の利用言十回に関してはすぐみとで触れるが，公害防止が顕著に強調さ
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れる昨今，環境改善を積極的にすすめて公害を極力防止すると共κ港湾周辺一

帯を緑化するなどとして，むしろ地域住民に親しまれる港づくりを敢行しなけ

ればならない。

(4) 都市計画と港湾施設との関係

狭い臨港地域を①港湾地区，②工業地区ないしビジネス ・センターおよび③

住宅地域に3分する古い都市計画の理論はすでに終った。

前述のように港湾地域は広大なスケールのもとで広範に残存すべきであり，

その一部は緑化さえすべきである。②の工業立地については重化学工業が容易

に公害を発生せしめるが故に，誘致する工業を極力厳選すると共に住宅地域と

相当の距離間隔を保有せしめて地域住民の健康保持に十分の注意を払うべきで

ある。それは福祉および厚生の向上を望む必然の結果なのである。

③の住宅地域は，地域住民の健康を希う意味からしでも，臨海都市地内に設

定する ζとは避けるべきであろう。というのは，高速 ・大量の運輸機関が発達

している昨今，いわゆるベット ・タウンをやや遠隔な地に設定しでも，工業生

産能率はもちろん，港湾作業能率にもほとんど影響を及ぼさないであろう。

要するに産業都市と港湾との関係は輸出依存の工業国の経済的縮図である。

ζの小論ではその一端しか論じられなかったが，より広くかっ深遠な研究によ

り，従来見落してきた事象の多くを観察する乙とができょう。


